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おわりに
はじめに
近年、社会の少子高齢化の進行や市町村合併の推進により、公共施設の
統廃合、それに伴う跡地活用は全国的に大きな課題となっている。中でも
統廃合や再配置の対象となる施設は学校施設が最も多く、その跡地活用は
地方自治体の大きな課題となっている
（ 1 ）
。
このような学校跡地は、社会教育施設や福祉施設に転用するなどして、
地方自治体が継続して使用するケースが多いが、地方財政を将来的に見通
すと、これら跡地の財源としての活用が不可欠となってくる。
ここで取り上げる神戸市では、阪神淡路大震災後の財政の逼迫に伴いい
ち早くこのような課題に直面した。
学校跡地の処分に当たって、財源として高く売却するという必要性と、
民間のノウハウを活用しようとした「総合評価方式」という神戸市の試み
にはこのような背景があり、2000年代初めには全国的に見てもまだこの
ような方法は珍しかったという意味で、研究課題として取り上げる意義が
あると考える。
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御影工業高校跡地違法売却にかかる損害賠償請求事件は、地方自治法
242条の２第１項４号による住民訴訟で、市有財産の処分に当たって落札
者を競争入札で決定せず、「総合評価方式」により32億円も安く売却する
ことによって、神戸市民に損害を与えたとして、市長に損害賠償請求を求
めた訴訟である。
2006年７月、神戸地裁に損害賠償請求訴訟が提起された。その後、大
阪高裁の控訴審も原審での判断が支持され、2010年12月、最高裁におい
て住民側の敗訴が確定している。
ここでは、訴訟内容について紹介しつつ、神戸市の政策決定過程への住
民参加の問題として取り上げ、検討を加える。
註
（１）　日本総合研究所 PREレポート2010「地方自治体における PRE（Public
Real Estate）戦略の導入に関するアンケート」調査結果2010年11月
１　住民訴訟の概要
（１）経過
住民訴訟が提起されたのは、2006年６月30日の神戸市議会、政治倫理
委員会において市有地の売却方式が問題になったことに端を発している。
背景として村岡汚職事件
（ 2 ）
があり、この住民訴訟においても地元選出の市
会議員の関与などの不正があったのではないかとの疑惑があった。
また同時期にコンペ方式で行われた布引車庫（市営バス車庫）跡地処分
と、御影工業高校跡地の処分の住民訴訟が同時に提起されたが、ここでは
高校跡地を中心に検討する。
問題になっている高校跡地とは広さ約25,000㎡、阪神御影駅前の一等地
であり、最高価格116億円をつけた事業者があったにもかかわらず、84億
円をつけた事業者に決定したため、神戸市民に32億円の損害を与えたと
いうのが訴えの趣旨である。
（２）住民訴訟の原告について説明をしておくと、
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「ミナト神戸を守る会」代表　東條健司
「東灘・御影の環境と景観を守る会」代表　西島　繁
の２団体が原告となっている。
「ミナト神戸を守る会」は、市民全体の利益を代表し、市民に損失を与
えたことを糾弾しているのに対し、後者の「東灘・御影の環境と景観を守
る会」は、地裁判決に対して発表された声明文で、次のように述べている。
「…財政難という理由や、駅前ににぎわいを創出するという理由だけ
で、なぜ市民の財産である学校用地をすべて民間にたたき売りするので
しょうか、こんな素朴な疑問から（中略）広く市民の共有財産であるは
ずの学校跡地の利用方法について住民のごく一部だけで構成する「まち
づくり協議会」で合意形成がはかられ…」
これに示されるように、前段では市民全体の利益を主張しているが、後
段では御影地域の住民として、地域住民の意思決定の方法に疑問を提起し
ている。
ここに現れているのは、当該地域の住民としては、必ずしも民間の事業
者に高く売却することではなく、神戸市が事業者になって利用することも
含めて、地域住民の意見を聞いて、それに従った利用、処分をしてほしい
と言う意思が見て取れる。
（３）裁判の論点を、控訴審判決内容を中心にまとめる。
大阪高裁判決（2009年12月24日）によれば、控訴人の主な主張は次の5
点である。
ア　高校跡地売却を総合評価方式で行ったことは違法であること
イ　本件は随意契約の要件を満たしていなかった
ウ　最高価格の応募者と契約をしなかったこと
エ　議会の適正な議決がないこと
オ　高校跡地の売却については議員介入があったこと
すなわち最も高い買取価格を提示した業者に売らずに、市民に損害を与
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えた。
決定過程で神戸市がとった総合評価制度の問題点、審査委員会、まちづ
くり協議会の正統性、市会議員の関与への疑惑などが主張された。
これに対して、被控訴人（神戸市）の主張は次のようである。
ア　高校跡地の売却は随意契約であること
イ　高校跡地売却後のより望ましい土地利用の実現及び利用方法の制限
が必要であったこと
ウ　土地売却後のより望ましい土地利用の実現、利用方法の制限が必要
な場合の売却方法について
エ　本件における売却方法の適法性について
オ　買受事業者の選定過程の適法性
カ　市議会の議決
キ　次点者案との比較
すなわち総合評価制度は、金額で落札業者を決めるものではない。地元
からの要望を聞き、業界からの提案も入れて、町の活性化を図る方法を
とった。
また、金額についても、不動産鑑定評価委員会の参考価格（75億円）
を上回っており、不当に安い金額ではない。
裁判所の判断の要点は次のようである。
（１）高校跡地の買受事業者決定に至る過程
（２）高校跡地の売却に関する契約締結方式
（３）不動産の売払を随意契約によることの可否
（４）「その性質または目的が競争入札に適しないこと」該当の有無
（５）当選者案と次点者案との比較
（６）選定過程の違法性について
（７）議会の議決について
最も大きな争点は、（２）の契約締結方式、すなわちこの土地の売却に
いわゆる総合評価方式を取ったことが違法であるか否かであると思われる
が、これについては、
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「契約の相手方を価格とその他の条件の総合評価により選定する方法
は、競争入札的な要素を含むが価格のみを選定要素としない点で当然に競
争入札になるとはいい難い。（中略）収入原因契約については、上記のよ
うな立法措置（地方自治法234条３項ただし書、同法施行令167条の10の
２　167条の13）が採られておらずこれを禁止または制限する規定も存在
しない以上、依然として、随意契約として上記の相手方選定方法を採るこ
とができると解するのが相当である。」としている。
次に、高校跡地の処分方法について神戸市の契約担当者に裁量権の逸脱
がなかったかどうかについて検討がなされている。その結果「価格の有利
性をある程度犠牲にしてでも、神戸市が立脚・推進するまちづくりにとっ
て望ましい土地利用の方法を提案した事業者を高校跡地の売却の相手方と
して選定することが必要・不可欠であると判断したものと解され、その判
断には十分合理性を認めることができる」としている。
また、まちづくり協議会についても「関係地区の自治会、財産区管理
会、婦人会、青年会、商店会などが参加団体として加入し、地区の一定数
の住民を組織したもので、高校跡地の問題に関してアンケート活動や意見
の集約、広報活動などの積極的な活動を行っていたと認められるから、そ
の意見が地元住民の意向を反映したものでないということはできない」と
している。
その上で、当選者案と次点者案の比較に及んでいるが、
「裁量権の逸脱濫用があったとまではいえない」として、「そもそも、
各応募者の提案内容の優劣を判断することは裁判所の法的司法審査に馴染
まず、これ以上の内容に関わる判断を行う必要はないというべきである。
司法権の及ぶところは、高校跡地売却において行われた選考方法、選考過
程に不合理が潜むか否かであると解されるが（中略）提出書類を精査して
も、その提案内容の比較から高校跡地売却にかかる選考方法、選考過程に
不合理があるとまで認定することはできない」
そして、選考審査委員会の構成や審査方法について不合理であるとはい
えない、市会議員の介入についても適正な審査が行われなかったことまで
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を直ちに認定できるものではない、と結論付けている。
全体を通していえることは、事業者の決定過程や跡地利用案の内容につ
いて、住民の抱いた疑惑や不信感はある程度理由があるといえるが、神戸
市の意図した政策決定過程に違法性や決定的な不合理性があるとまではい
えない、神戸市の裁量権の範囲内であるという結論である。
しかし、市民の生活に重大な影響を与える政策の決定に、市民が疑惑や
不信感を持つようなことがあってはならないのであって、今後、神戸市は
民間ノウハウの活用方法について市民の理解が得られるような情報公開
や、政策形成過程への住民の参加方法について再検討が迫られていると言
えるだろう。
註
（２）　神戸市の産業廃棄物処分施設の建設許可などをめぐる汚職事件で、市会議
員である村岡功、龍男親子が斡旋収賄と受託収賄の罪で実刑判決を受けた。
２　跡地利用の問題点
この訴訟の提起した問題点は広範囲にわたるが、ここでは、政策決定の
一つのモデルとして捉えた場合、何が問題であるかを検討する。
（１）公共跡地の処分には何を重視するべきか
価格、手続、処分の目的など、政策決定をするための神戸市の裁量権は
広範囲にわたっている。
都市住民にとって全員が賛成する決定はおそらくないといえる。従っ
て、少なくとも政策決定過程における公正な手続、決定過程の透明化は欠
かすことのできない条件になる。このように考えた場合、住民の意思をど
う反映させるか、行政の意思決定過程のどこに問題があったのかを検証す
る必要がある。
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（２）御影工業高校跡地の近隣住民にとっての位置づけ
まず、この土地が近隣住民にとってどういう位置づけであったかを説明
する。
神戸市教育委員会は1994年に策定した神戸市立高等学校統合再編計画
「神戸市立高等学校の将来を考える」により、御影工業高校と神戸工業高
校を統合し、2004年４月中央区脇浜町に科学技術高校を新設した。その
ことによって空いた約25,000m2の学校用地は、北側は国道２号線、南側
は阪神御影駅に面し、震災後人口増加途上にある市街地の中に残された
貴重な土地である。と同時に教育委員会にとっては新設高校の財源にも
なっていた。
したがって神戸市の財政担当者にとって、高く売却することと地域の活
性化に資するという二つの条件は必須であった。
また、近隣住民にとっては、御影工業高校の校舎は神戸大学の前身とし
て使われていたこともあり、長く御影の地にあって地域の人々に親しまれ
てきた。特に阪神淡路大震災の際には避難所として多くの地域住民を受け
入れ、教員・生徒がその運営に携わった。この広いグラウンドや校舎がな
くなれば、災害時にどこへ避難するのかというのは切実な関心事であった。
（３）この土地の処分に当たって神戸市はなぜ「総合評価方式」を採用し
たか
まず、御影地区周辺の活性化に民間活力を入れたかったことがある。こ
の地域は酒造会社をはじめとする食品製造工業の盛んな地域であるが、近
年地盤沈下傾向にある。また震災後、JRがいち早く再開通したことでそ
の後 JR沿線は復興が早かったが、阪神沿線は遅れた。昔からの住宅・商
業の集積した地域として活性化することが急務であった。
次に、住民の要望を入れる形をとりたかった。先にあげた活性化ととも
に、阪神御影駅の老朽化が指摘され中でもバリアフリー化が住民の最大の
要求であった。一方で震災後、マンション建設、住民の増加によって住環
境に影響する変化には新住民は敏感であり、この地域の再開発について住
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民意思が一つの方向にまとまることは至難の業でもあった。
神戸市の意思決定の方向に沿いつつ、住民の要望をある程度入れて「協
働と参画」のかたちをとる。そのために何らかの形で条件付で売却する必
要があった。
加えて、できるだけ高く売るということも条件であった。
しかし、最も高く売るのが神戸市民にとっていいのかというとそうとも
いえないだろう。買い取り価格が高額になれば事業者はその費用を回収す
るため、目いっぱいの高度利用をする。建築基準法ぎりぎりで建築され、
日照被害や景観破壊を招いたとしても、法律に違反していなければ結局近
隣住民が泣き寝入りすることになる。
では、近隣住民の意見に沿って、たとえば日照、ビル風など環境に悪影
響を及ぼす高層建築物は建てないで、周辺地域住民の生活必需施設、避難
場所となりうる公園、幼稚園・保育所、高齢福祉施設などの建設をすると
どうなるだろう。高度利用できないと土地は高くは売れない、民間事業で
採算が取れない福祉施設などでは神戸市の行政費用がかさむ。それではこ
の土地の処分は神戸市民全体の利益にはならないのではないか。ここで
は、神戸市民と地域住民の利害は対立するように見える。
そこで、その間を取る正統性のある意思決定をなしうる機関、それがま
ちづくり協議会に求められた役割であったといえるのではないだろうか。
３　まちづくり協議会の役割と限界
（１）御影地区まちづくり協議会
この難しい役目を背負ったのがまちづくり協議会である。まちづくり協
議会は、神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例（昭和56年
12月23日条例第35号
（ 3 ）
）に基づいて設置された地域団体である。経過は次
の通りである。
2000.7 御影地区まちづくり協議会発足
2000.10 御影工業高校廃止
80 （157）
2004.12 跡地利用の方法に関する要望書提出
2005.2 神戸市教育委員会が地元の要望を反映させた「神戸市の考え
方」発表を説明
神戸市の考え方は次の６項目からなり、それぞれについて具体的な
条件が詳細に表記されている。
①　商業・住宅のバランスある土地利用計画
②　地域交流スペースの確保
③　公共・公益施設の整備
④　景観デザイン等の整備
⑤　阪神御影駅改善の電鉄に対する具体的指導
⑥　地元要望確保の確認システム等
内容は、まちづくり協議会広報誌第９号に掲載され住民に配布され
ている。またこのことは、2005年７月に策定された「神戸市立高校
跡地土地利用事業者募集要項」に土地の売却条件の中の土地利用指針
として取り入れられている。
2005.11 開発事業者が決定、計画内容が住民に示された。
以上が、御影地区まちづくり協議会の結成以降の経過であるが、当然の
ことながら御影工業高校跡地問題のほかにも地域のさまざまな生活課題に
ついても対応している。　　
（２）御影地区まちづくり協議会のカバーする地域
神戸市東灘区の西端、灘区との境に位置する人口28,730人、世帯数
13,345（まちづくり協議会製作の「地域の将来像を描く」2007年３月によ
る）の地域である。
昭和25年の神戸市への合併までは御影町であり、六甲のふもとに広が
る住宅地から、中間の商業・住宅混在地、南部の工業地域も含んだ広い地
域であり、従ってかかえる課題もさまざまである。
これを一つのまちづくり協議会でまとめることはもともと無理がある。
しかし地元の「御影はひとつ」という強い要望でこの規模で結成された。
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まちづくり協議会は「神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条
例」に基づいて設置されるもので地域の広さについて規定があるわけでは
ないが、代表的な事例としてよく紹介される長田区の真野まちづくり協議
会をみると、まちづくり協定締結時（1982年）人口4,200人　世帯数2,300
という規模であった。
このまちづくり協定は都市計画法にもとづく地区計画に関するものであ
る。今回の御影工業高校跡地の処分というのは、確かに御影地区の住民に
とって重大な関心のある土地利用方法についての問題であるが、まちづく
り協議会で住民意思として決定できる規模を超えているともいえる。
（３）地域の意思決定として扱う問題の大きさ、性質
跡地利用という課題には、当該地域の都市景観形成、その周囲に財産を
所有する個人の財産価値への波及、生活環境の変化などさまざまな問題が
含まれる。
地域団体が通常調整している地域の資源活用や公園や集会所の利用、ま
ちの美化、助け合い活動などについての地域住民の意思決定とは違ったレ
ベルの課題が含まれている。
まちづくり協議会の構成員、言い換えれば地域住民には当然のことなが
らさまざまな職業、考え方の人がいる。そこで土地利用などの課題を扱う
と当然利害関係がある。たとえば商売人なら誘致企業によってこうむる利
害、サラリーマンなら自分の会社の利害、日照や騒音など住環境にこうむ
る利害、不動産価値の変動によって土地所有者は利害関係に巻き込まれ
る。そこに市会議員がからまる等々である。
本来はこういう問題が地域に持ち込まれるのは望ましくない。いかなる
決定も構成員全員に有利ということはないので、毎日顔を合わせる密接な
人間関係にしこりを残すようなことは避けるべきである。しかし実際に地
域で生起する課題とはこういうことが往々にしてある。
一方市当局は、開発方針を定める上で地元の意見を聞いた、取り入れた
と言う実績をつくらなければならない。そこで、このような場合、多岐に
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わたり時には分裂している住民の意見をまとめる方法としてまちづくり協
議会の役割が求められる。
御影地区まちづくり協議会において、上述の「跡地利用の方法に関する
要望書」をまとめることは容易な作業ではなかったと思われる。アンケー
トをとり、各関係方面に交渉し、会合を重ねてまとめたはずである。しか
し、結果的にはこのような住民訴訟が提起された。
判決に言う「価格の有利性をある程度犠牲にしてでも、神戸市が立脚・
推進する街づくりにとって望ましい土地利用の方法を提案した事業者を、
高校跡地の売却の相手方として選定することが必要・不可欠であると判断
したものと解され、その判断には十分合理性を認めることができる」
「このまちづくりの内容として高校跡地の周辺地域の一定程度の住民の
意見を表していると考えられる地区まちづくり協議会での意見を事業遂行
者の募集要項に反映させ…」
前段は神戸市が、後段はまちづくり協議会がその趣旨を達成するために
努力したことだが、住民訴訟の理由になったのも、まさにこの２点であっ
て、価格の有利性をある程度犠牲にしたことは、低い価格で売却した、と
みなされ、まちづくり協議会での意見は、市会議員のからんだ特定の業者
に売却するための筋書きであるとみなされるという全く逆の評価が住民訴
訟の主張なのである。
このように跡地利用という課題は、住民の利害関係のうちで最も強大な
所有権に及ぶ権利関係を、住民の意思で調整、方針決定することは可能な
のかという課題を含んでいる。
行政当局の意思決定過程には、地域住民の意思だけでなくもっと広い範
囲、この場合は東灘区住民や神戸市の市民全体の意思をどう反映するか、
その方法論を検討する必要があったと思われる。
「総合評価方式」で事業者か決定される過程で、内容について実質的な
検討を加え決定をしたのは選考審査委員会である。公認会計士・弁護
士・不動産鑑定士各１名、大学教授３名、神戸市職員３名、合計９名から
なりそれぞれの専門的な立場から採点方式で審査を行い決定した。選考審
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査会での決定後、全市的な立場で市民の意見、利害を代表する市議会にお
いての議決も行われている。事業者決定について、この委員会と市議会、
地元まちづくり協議会との役割分担はどうだったのだろうか。
疑惑を生まないためには、手続の各過程において、関係する住民の利害
が調整されるしくみになっていること、かつその過程の透明性が確保でき
ていることが求められる。
結論として、まちづくり協議会だけに住民意思の根拠を求めることは荷
が重過ぎる。東灘区民、あるいは神戸市民全体の住民意思を反映させる手
段も、同時に講じなければならない。
註
（３）　神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例
（昭和56年12月23日　条例第35号）
第２章　まちづくり協議会
（まちづくり協議会の認定）
第４条　市長は、まちづくり提案の策定、まちづくり協定の締結等により、
専ら、地区の住み良いまちづくりを推進することを目的として住民等が
設置した協議会で、次の各号に該当するものをまちづくり協議会として
認定することができる。
（１）地区の住民等の大多数により設置されていると認められるもの
（２）その構成員が、住民等、まちづくりについて学識経験を有する者
その他これらに準ずる者であるもの
（３）その活動が、地区の住民等の大多数の支持を得ていると認められ
るもの
（まちづくり協議会の認定申請）
第５条　前条の規定による認定を受けようとする住民等の協議会は、規則
で定めるところにより、市長に申請しなければならない。
（まちづくり協議会の認定の取消し）
第６条　市長は、第4条の規定により認定したまちづくり協議会が、同条各
号の一に該当しなくなったと認めるときその他まちづくり協議会として
適当でないと認めるときは、その認定を取り消すものとする。
第３章　まちづくり提案
（まちづくり提案の策定）
第７条　まちづくり協議会は、住み良いまちづくりを推進するため、住民
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等の総意を反映して地区のまちづくりの構想に係る提案をまちづくり提
案として策定することができる。
（まちづくり提案への配慮）
第８条　市長は、住み良いまちづくりを推進するための施策の策定及び実
施にあたつては、まちづくり提案に配慮するよう努めるものとする。
第４章　まちづくり協定
（まちづくり協定）
第９条　市長とまちづくり協議会は、住み良いまちづくりを推進するため、
次の各号に掲げる事項について定めた協定をまちづくり協定として締結
することができる。ただし、地区計画等で定められた事項については、
この限りでない。
（１）協定の名称
（２）協定の締結の対象となる地区の位置及び区域
（３）協定の締結の対象となる地区のまちづくりの目標、方針その他住
み良いまちづくりを推進するため必要な事項
２　市長は、まちづくり協定を締結しようとするときは、あらかじめ、
まちづくり専門委員の意見を聴くものとする。
３　市長は、まちづくり協定を締結したときは、その旨を公告しなけれ
ばならない。
４　前２項の規定は、まちづくり協定を変更する場合について準用する。
（まちづくり協定への配慮）
第10条　住民等は、建築物その他の工作物の新築、増築又は改築、土地の
区画形質の変更等を行おうとするときは、まちづくり協定の内容に配慮
しなければならない。
（行為の届出の要請）
第11条　市長及びまちづくり協議会は、まちづくり協定を締結したとき
は、当該まちづくり協定に係る地区内において、次の各号に掲げる行為
を行おうとする者に対し、規則で定めるところにより、あらかじめ、そ
の内容を市長に届け出るように要請することができる。
（１）建築物その他の工作物の新築、増築若しくは改築又は用途の変更
（２）土地の区画形質又は用途の変更
（３）前２号に掲げるもののほか、住み良いまちづくりの推進に影響を
及ぼすおそれのある行為で規則で定めるもの
（届出に係る行為についての協議等）
第12条　市長は、前条の規定による要請に基づき届出があつた場合におい
て、届出に係る行為がまちづくり協定に適合しないと認めるときは、当
該届出をした者と必要な措置について協議することができる。
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２　市長は、前項の規定により協議する場合において、必要があると認
めるときは、まちづくり専門委員の意見を聴くことができる。
３　まちづくり協議会は、第１項の規定による協議について、市長に意
見を述べることができる。
４　跡地利用における行政の意思決定方法についての提案
それでは、この事例の反省に立って、公共跡地の処分方法について行政
の意思決定過程はどうあるべきかを考えてみたい。
目的に叶った利用ができるように行政として関与するために、売却では
なくできるだけ行政自身が事業主体になることも視野に入れて検討する。
神戸市の場合は統合高校の財源に充てる、即ち売却して財源にすることが
優先課題であったが、京都市の場合は、学校統廃合によって使われない学
校用地が増えているが、市が保有したまま利用転換を行っており売却はし
ていない。
事業化の方法として PFI（Private Finance Initiative）や PPP（Public Private
Partnership）といった手法も検討の対象になりうるだろう。
土地の性格や大きさ、重要性など条件によって手続も変わってくるが、
＊全市的な立場で広く意見を聞く
＊その意見を具体化する段階で解決すべき課題の検討
＊その決定に関係する地域住民の意見を聞く・利害関係の調整をする
などいくつかの段階に分けて課題の範囲を限定して意思決定をしていくこ
と、課題のレベルに応じた関係者の意見を反映させることが重要である。
学識経験者や市民代表がメンバーに入って検討委員会を立ち上げて意見を
聞くのが望ましい。意思決定されたことは情報公開し、関係者の理解を得
て既定条件とする。
売却にいたる大方針については、原則として行政が主導して決めなけれ
ばならないことであるが、市民に対する情報公開、政策決定過程への住民
参加など手続の透明化が要求される。なるべく早い段階から情報公開を行
い、関係者の意見を聞くことが望ましい。
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一般的には、まずその地域を含めた市域の土地利用基本方針に沿う利用
をすることが第一条件である。マスタープラン上、何を優先して整備すべ
きか、必要な施設や事業がある場合はその実現を優先とする。またその用
地に都市計画法上の用途地域が適切かどうかも検討し、必要があれば見直
しをかける。
情報公開の方法としては、最近盛んに用いられるようになったパブリッ
クコメントが大きな役割を果たすと考えられる（神戸市においても最近は
必ずパブリックコメントを行っている）。
もう一つの要素として地域住民の合意形成と要望の把握、その反映方法
があるが、この時点からはまちづくり協議会などの地域団体の果たす役割
が大きい。いきなり大きな課題を地域団体に任せるのではなく、ある程度
方向性が決まり、具体的な課題も明確になっていれば地域住民が判断する
べき内容や問題、その影響や範囲なども具体的になっていると思われる。
最後に地域住民の意思と市民全体の意思に調整が必要となる場合もあ
る。ここでもう一度委員会を開いたり、意見を求めることもありうるだろ
う。住民同士で利害対立が起っても、情報公開を徹底して行い結論を急が
ずに冷静に議論をする条件を整えることが大切である。
おわりに
地域住民という表現は、地域ということばが広さや地域の特性をあいま
いにして使われると、当然地域住民もあいまいなことばになってくる。こ
こでは、一応次のような使い分けを心がけた。
近隣住民＝日照や騒音など、開発行為に直接影響を受ける範囲の周辺住民
地域住民＝まちづくり協議会などを構成するやや広範囲な住民
市民＝神戸市民全体を指す
この稿を終るにあたって、京都市の山ノ内浄水場跡地の事例を紹介し
たい。
京都市山ノ内浄水場跡地とは右京区にある浄水場が水需要の減少などに
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より廃止されることに伴い活用が検討されている46,000m2の広大な用地
である。
2010年５月に学識経験者、経済界代表、区民代表からなる京都市山ノ
内浄水場跡地活用方針検討委員会を設置し、６回の委員会と経済波及効果
調査、大学に対するアンケート調査、市民意見募集（パブリックコメン
ト）の実施等を経て、2010年11月に答申を出している。これらの経過は
情報公開されており、今後の「事業者募集に当たっての留意点」について
も言及している。
この事業が今後どのような経過をたどって決定に至るか、住民意思がど
のように反映されるか、見守って行きたい。
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